
 

 ２０

 

問５ 問２で「広域連携のみを進め、市町村合併は進めるべきでない」とお答えいただい

た方に伺います。 
問５－１ 広域連携を進める事業の内容や理由について、どのようにお考えですか。 

次の中から３つ以内でお選びください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 連携して取り組むことにより、「教育・医療・福祉などで質の高いサービスが期待できる」が最も多

く、72.5％、次いで「消防・救急・防災への対応力の強化が期待できる」が 65.9％、「他の市町の文化・

スポーツ施設が利用できるようになる」が 33.5％となっている。上位２項目が３位以下を大きく引き離

す割合となっており、特に要望が多いことがわかる。 

 

クロス集計 

 

 上位５項目について性別にみ

ると、男性では「教育・医療・

福祉などで質の高いサービスが

期待できる」と「消防・救急・

防災への対応力の強化が期待で

きる」が同率１位で 67.2％とな

っているが、女性では「教育・

医療・福祉などで質の高いサー

ビスが期待できる」に寄せる期 

待が 75.7％で特に多く、２位の「消防・救急・防災への対応力の強化が期待できる」より 10 ポイント

以上高くなっている。 

 

広域連携に期待されていることは、「教育・医療福祉サービスの充実」と「消

防・救急・防災への対応力強化」。 
ポイント 

性別 

男性
N=67
女性
N=115

無回答

0 40 80 (%)

　　教育、医療、福祉などで質の高
いサービスが期待できる

　消防、救急、防災への対応力強化
が期待できる

他の市町の文化・スポーツ施設が利
用できるようになる

公共施設を共同建設・利用すること
で経費削減が期待できる

　　　　窓口が増え、サービスが受
けやすくなる

34.3

34.3
29.6
22.4

67.2

67.2
65.2

34.8

75.7

33.0

(N=182)

教育、医療、福祉などで質の高いサービスが期待できる

消防、救急、防災への対応力強化が期待できる

他の市町の文化・スポーツ施設が利用できるようになる

公共施設を共同建設・利用することで経費削減が期待できる

窓口が増え、サービスが受けやすくなる

道路整備、産業振興などで効果、効率が期待できる

具体的にはわからない

その他

無回答

72.5

65.9

33.5

31.3

30.2

24.2

2.2

0.5

0.5
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問５－２ 将来的にも市町村合併をするべきでないとお考えになる点は何ですか。 

次の中から３つ以内でお選びください。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 「市町村独自の歴史・文化が失われてしまう」が 44.0％で最も多く、次いで「行政サービスが低下す

る恐れがある」が 40.7％、「財政難の市町村と合併すると現在の財政力が維持できなくなる」が 36.8％

となっている。 

 

クロス集計 

 

 上位６項目について性別にみ

ると、男性では「財政難の市町

村と合併すると現在の財政力が

維持できなくなる」が最も多い

回答で女性に比べて 15 ポイン

ト高く 46.3％となっている。一

方、女性では男性に比べて「住

民意見が施策に反映しにくくな

る」が13.9ポイント高く34.8％

となっている。 

 

市町村合併するべきでない理由 1 位は、「市町村独自の歴史・文化が失わ

れてしまう」だが、圧倒的な支持を得る理由は存在せず、市民の意見は分

散化傾向にある。 

ポイント 

性別 

(N=182)

市町村独自の歴史・文化が失われてしまう

行政サービスが低下する恐れがある

財政難の市町村と合併すると現在の財政力が維持できなくなる

地域格差が生じ、均衡ある発展が望めない

住民意見が施策に反映しにくくなる

きめ細やかな行政サービスが受けにくくなる

地域の連帯感が薄れ、コミュニティ機能が低下する

具体的にはわからない

その他

無回答

(%)
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40.7

36.8
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29.7
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4.4
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　　　　　市町村独自の歴史・文化が
失われてしまう

行政サービスが低下する恐れがある

　　財政難の市町村と合併すると
現在の財政力が維持できなくなる

　　地域格差が生じ、均衡ある発展が望めない

住民意見が施策に反映しにくくなる

　　きめ細やかな行政サービスが
受けにくくなる

46.3

41.8

23.9
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問５－３ 都道府県から道州制に移行する議論がありますが、道州制に移行するとしたら、

御殿場市はどの圏域に入るのがいいと思いますか。 

次の中から１つお選びください。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 「南関東圏域」が 70.9％で多数を占めている。「中部圏域」という回答は 6.0％に過ぎず、御殿場市

民にとって、中部圏よりも南関東圏をなじみ深く感じていることがわかる。また、「どこでもよい」は

わずか 5.5％となっており、主張が明確に表れる設問となっている。 

 

 

クロス集計 

 

 

 性別にみると、男性では女性

に比べて「中部圏域」9.3 ポイ

ント高く 11.9％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

道州制に移行するとしたら、御殿場市は「南関東圏域」に入るべきと考え

る市民が約７割と大多数を占める。 

ポイント 

性別 

N=182

南関東
圏域
70.9%

どこでも
よい
5.5%

無回答
1.6%

わから
ない
15.9%

中部圏域
6.0%

2.6

11.9

73.0

67.2

17.4

13.4 6.0

5.2 1.7

1.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女性
N=115

男性
N=67

中部圏域 南関東圏域 わからない どこでもよい 無回答
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問６ 問２で「広域連携も市町村合併も進めるべきでない」とお答えいただいた方に伺い

ます。 
問６－１ 広域連携を進めるべきでないとお考えになる理由は何ですか。 

次の中から３つ以内でお選びください。 
 

 

 

 

 

 

 

問６－２ 市町村合併を進めるべきでないとお考えになる理由は何ですか。 

次の中から３つ以内でお選びください。 
 

 

 

 

 

 

 

問６－３ 都道府県から道州制に移行する議論がありますが、道州制に移行するとした

ら、御殿場市はどの圏域に入るのがいいと思いますか。 

次の中から１つお選びください。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

広域連携を進めるべきでない理由、「必要がない」から。 

市町村合併を進めるべきでない理由、「行政サービスが低下する恐れ」から。 

道州制に移行するとしたら、御殿場市は「南関東圏域」に入るべき、が過

半数を占める。

(%)

ポイント 

１位 地域特性があるので、連携する必要がない 64.2

２位 共同の公共施設などが遠方で不便になる可能性がある 52.8

３位 市町単独でできないことは国や県に任せる 41.5

(N=53)

１位 きめ細やかな行政サービスが受けにくくなる 47.2

２位 行政サービスが低下する恐れがある 41.5

３位 市町村独自の歴史・文化が失われてしまう 37.7

(N=53)

(%)

N=53
南関東
圏域
56.6%

どこでも
よい
3.8%

無回答
9.4%

わから
ない
26.4%

中部圏域
3.8%
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自由回答（おもな意見） 

 

今回のアンケートについて 

・市町村合併による具体的なメリット・デメリットの提示がされておらず、内容説明が乏しい。 

・市町村合併を進めるべきかどうかを問われても判断基準がなく回答しづらい。 

・内容が難しい。 

 

市町村合併・道州制について 

・市町村合併を早計に進めるべきではない。 

・合併先は小山町がいい。 

・早く市町村合併を進めて無駄をなくし、行政のスリム化を図ってほしい。 

・市民にとってメリットがあるなら市町村合併を進めるべきだが、デメリットの方が多いなら進めるべ

きではない。 

・道州制が導入されるなら関東圏に入りたい。 

・合併しても「御殿場」の名前は残してほしい。 

 

市行政に対する要望 

医療福祉サービスの充実 

・市の医療体制は未熟、不十分である。 

・総合病院がほしい。 

 

子育て支援対策 

・医療費助成をしてほしい。（隣接の裾野市・小山町を例に挙げて） 

 

まちの活性化 

・お店が少ない、買い物が不便。 

・商店街の活性化、大型ショッピングセンターの誘致、駅前開発をしてほしい。 

 

観光の発展 

・観光客にとって御殿場市は通過点に過ぎない、観光客誘致策を取ってほしい。 

・観光に力を入れてほしい。（観光開発、観光名所の創設） 


